
 

特定相談・一般相談連携機能強化支援事業補助金交付要綱 

 

令和６年７月８日 

６福祉障地第３９１号 

（総則） 

第 1条 特定相談・一般相談連携機能強化支援事業補助金の交付については、東京都補助金

等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）の規定によるほか、この要綱の定めると

ころによる。 

 

（目的） 

第２条 この要綱は、特定相談・一般相談連携機能強化支援事業実施要綱（令和６年７月１

日付６福祉障地第３４３号。以下「実施要綱」という。）に基づき、区市町村が実施する

特定相談・一般相談連携機能強化支援事業に、東京都が事業に要する経費の一部を補助す

ることにより、事業の円滑な執行を図ることを目的とする。 

 

（対象事業所） 

第３条 この事業の対象となる事業所は、別表１に定める障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（以下「法」という。）に基づく障害福祉サービス等を提供

する事業所とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 この要綱に基づく補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は実 

施要綱第３条に規定する事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 この補助金の対象となる経費は、対象事業所における別表２及び別表３の第１欄に

掲げる経費とする。 

 

（補助金の交付額） 

第６条 補助金の交付額は、別表２及び別表３の第２欄に定める補助基準額により算定した

額と、前条の規定による補助対象経費から寄付金その他の収入額を控除した額とを各々比

較して各々いずれか少ない額を選定し、これに別表２及び別表３の第３欄に定める補助率

を各々に乗じて得た額の合計額を都の予算の範囲内において交付するものとする。 

ただし、合計前の算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 この補助金の交付を受けようとする区市町村長は、別記第１号様式に関係書類を添

付して、別に定める期日までに東京都知事（以下「知事」という。）に提出するものとす

る。 



 

 

（交付の決定等） 

第８条 知事は、第７条の規定による申請があったときは、当該申請書の内容を審査し、適

当と認めた場合は、第１０条に掲げる事項を条件に補助金の交付決定をするものとし、そ

の内容を区市町村長に通知する。 

 

（交付方法） 

第９条 この補助金は、補助事業の完了後に確定払により交付する。 

 

（補助条件） 

第１０条 補助金の交付に当たっては、補助金の交付の目的を達成するために、次

の条件を付するものとする。 

１ 事情変更による変更申請 

この補助金の交付の決定後、事業の変更等により特別の必要が生じ、申請の内容を変

更する場合の申請は、区市町村長が、補助金変更交付申請書（別記第２号様式）に必要な

書類を添付して行うものとする。 

２ 知事は、区市町村長から第１号による補助金の変更交付申請があったときは、変更交

付申請書及び添付書類の内容を審査し、適当と認める場合は、補助金の変更交付を決定

するとともに、その結果を区市町村長に通知する。 

３ 実績報告 

区市町村長は、この補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、当該交付決

定に係る事業の実績について別記第３号様式により、別に定める日までに知事に報告す

るものとする。 

４ 補助金の額の確定 

第３号により提出された事業実績報告書及び添付書類を調査した結果、補助事業の成

果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合していると認めたときは、知

事は交付すべき補助金の額を確定し、区市町村長に通知する。 

５ 是正のための措置 

第４号による調査の結果、補助事業の補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合しないと認めたとき、知事は、これに適合させるための措置を採るべきことを区

市町村長に命ずるものとする。 

６ 交付決定の取消し 

知事は、区市町村長が次の各号のいずれかに該当した場合は、交付決定の全部又は一

部を取り消すことがある。 

なお、この規定は、第４号により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用

する。 

ア 偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反した

とき。 



 

７ 補助金の返還 

第６号により補助金の交付決定の全部又は一部が取り消された場合において、補助事

業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているとき、知事は、区市町村

長に対し、その返還を命ずるものとする。 

第４号により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補

助金が交付されているときも、また同様とする。 

８ 違約加算金 

第６号により補助金の交付決定の全部又は一部が取り消された場合において、その返

還を命ぜられたときは、区市町村長は、その命令に係る補助金の受領日から納付の日ま

での日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につ

いては、既納付額を控除した額）につき年 １０．９５パーセントの割合で計算した違約

加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

９ 延滞金 

区市町村長は、第７号により補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納付日

までに納付しなかったときは、納付日の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納

付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除

く。）を納付しなければならない。 

１０ 事情変更による届出 

区市町村長は、補助金の交付の決定を受けた後に、事情の変更を生じた場合は、速やか

にその旨を知事に届け出て、その指示を受けるものとする。 

１１ 他の補助金等の一時停止等 

区市町村長が、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又

は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事業について

交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度において、その交付を一時停止

し、又は当該補助金等と未納付額とを相殺することがある。 

１２ 補助金調書の作成 

区市町村長は、この補助金の交付に係る予算と決算の関係を明らかにした書類を当該

会計年度終了後５年間保存しなければならない。 

 

（他の補助金等との重複の禁止） 

第１１条 この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、国及び他の事業からの補

助金の交付を受けてはならない。 

 

  附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、令和６年４月１日より適用する。 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 

 

１ 事業区分 ２ 障害福祉サービス 

（１）特定相談連携機能強化支援事業 計画相談支援 

（２）一般相談連携機能強化支援事業 地域移行支援 

 

※ 法７７条第３項に基づく地域生活支援事業により実施される障害者相談支援事業とし

て、区市町村が特定相談支援事業者等へ委託により実施する事業は、補助対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表２ 

特定相談連携機能強化支援事業 

１ 補助対象経費 ２ 補助基準額 ３ 補助率 

 

１ 障害者支援施設に入所や精神科

病院に入院している障害者等につい

て、地域生活への移行のための支援が

必要と認められる者を対象に、以下の

取組を実施する上で必要な経費を補

助対象とする。ただし、上記費用のう

ち、その他の補助金等の対象経費とな

るものは除く。 

 

一 障害者支援施設等に入所中の障

害者又は障害児に対して、地域移行に

向けた調整を具体的に実施した場合 

 

二 精神科病院等に入院中の障害者

の退院及び地域移行に向けた調整を

具体的に実施した場合 

 

２ 前項の取組を実施する際には、以

下の点に配慮しなければならない。 

 

一 障害者の心身の状況や置かれて

いる状況及びサービス利用に関する

本人意向の把握 

 

二 サービスの利用に関する施設や

親族との調整 

 

三 施設の退所や精神科病院の退院

に伴うサービス利用に関する調整 

利用者１人当たり 

１２，０００円／月（ただ

し、初回報酬算定月以降

を除く） 

 

※事業所の所在地に関わ

らず、自区市町村民を 

対象とする。 

４分の３ 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表３ 

一般相談連携機能強化支援事業 

１ 補助対象経費 ２ 補助基準額 ３ 補助率 

 

１ 障害者支援施設に入所や精神科

病院に入院している障害者等につい

て、地域生活への移行のための支援が

必要と認められる者を対象に、以下の

取組を実施する上で必要な経費を補

助対象とする。ただし、上記費用のう

ち、その他の補助金等の対象経費とな

るものは除く。 

 

一 障害者支援施設等に入所中の障

害者又は障害児に対して、地域移行に

向けた調整を具体的に実施した場合 

 

二 精神科病院等に入院中の障害者

の退院及び地域移行に向けた調整を

具体的に実施した場合 

 

２ 前項の取組を実施する際には、以

下の点に配慮しなければならない。 

 

一 障害者の心身の状況や置かれて

いる状況及びサービス利用に関する

本人意向の把握 

 

二 サービスの利用に関する施設や

親族との調整 

 

三 施設の退所や精神科病院の退院

に伴うサービス利用に関する調整 

利用者１人当たり 

１２，０００円／月 

（ただし、初回報酬算定

月以降を除く） 

 

※事業所の所在地に関わ

らず、自区市町村民を 

対象とする。 

４分の３ 

 


